
1 法人の概要

〒 -

（ ） -

常　勤 非常勤 市ＯＢ 市現職 その他

①

②

③

④

2 情報公開の状況

ある ）

作成中・作成計画あり （公開予定時期 令和 年 月 ） 作成予定なし

事業内容 財務状況 役員氏名 その他（ ）

3 職員構成

増 0 減 0 歳

法人独自の給与体系 市の給与体系を準用 その他（ ）

令和５年度　盛岡市出資等法人　経営状況調査表
（令和５年4月1日現在）

法 人 名 公益財団法人盛岡地域地場産業振興センター 所 管 課 ものづくり推進課

所 在 地 020 0055 盛岡市繋字尾入野６４－１０２

電 話 番 号 019 689 2201 設立年月日 昭和59年8月31日

地場産業振興事業（体験学習事業）

地場産業振興事業（展示資料室運営事業）

人材育成事業

法人のホームページの有無

（アドレス　https://tezukurimura.com

代 表 者 理事長　谷藤裕明

設 立 目 的

盛岡地域の地場産業を振興するための事業を行い、地場産業の育成と強化を図り、公正かつ自由な経
済活動の機会の確保と地域住民の生活安定向上及び福祉の増進に寄与する。

主 要 事 業

地場産業振興事業（地場産品紹介普及啓発事業）

法人ホームページでの情報の提供内容（作成中の法人においては提供予定内容）

定款・評議員会規程・評議員及び役員の報酬等並びに費用に関する規程

ホームページ以外での情報提供の方法

岩手県商工労働観光部産業経済交流課、盛岡市総務部総務課情報公開室への情報提供

（単位：人）

常勤 非常勤 合計
うち市ＯＢ

14 15

監事 0 0 0 2 2

うち市派遣

理事 1 1 0

1
臨時職員 1 ― ―

16 17

職員

管理職
正職員 0 0 0

0

役員

計 1 1 0

120

13
臨時職員 9 ― ―

計
正職員 4 0 0

0

臨時職員 8 ― ―
一般職

正職員 4 0 0

国一部準用

前年度と比較して職員数の増減 常勤職員の平均年齢 51.2

常 勤職 員の 給与 体系
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4 財政状況等

千円 千円 ％

① （出資等割合 ％）

② （出資等割合 ％）

③ （出資等割合 ％）

④ （出資等割合 ％）

⑤ （出資等割合 ％）

千円 ％）

千円 ％）

千円 ％）

千円 ％）

千円 ％）

① 千円）

② 千円）

① 千円）

① 千円）

① 千円）

② 千円）

③ 千円）

（貸付金がある場合記入）

千円

％

5 指定管理者となっている公の施設（現在、公の施設の指定管理者となっている団体のみ記入）

資 本 金
（ 基 本 財 産） 27,370 本市出資等額 10,555 本市出資等割合 38.5

0.0

主な出資等者

盛岡市 38.5

岩手県 27.4

業界組合（昭和59年当時　24組合・団体） 17.7

関係町村（昭和59年当時　7町4村） 8.9

商工団体（昭和59年当時　12商工会） 7.3

補 助 金 内 訳

地場産業振興事業費補助金 （令和５年度予算額 44,000

0.3

委 託 料 4,688 （収入全体の 3.0

指 定 管 理 料 0 （収入全体の 0.0

令和５年度における当
市の財的関与の状況

補 助 金 45,000 （収入全体の 28.8

負担金・交付金 475 （収入全体の

貸 付 金 0 （収入全体の

負 担 金 ・ 交 付 金 内 訳

地場産業対策事業負担金 （令和５年度予算額 475

人材育成事業費補助金 （令和５年度予算額 1,000

指 定 管 理 料 内 訳

（令和５年度予算額

（令和５年度予算額

委 託 料 内 訳

市有施設維持管理業務委託料 （令和５年度予算額 4,688

施 設 の 名 称

利用料金収入（令和５年度予算額）

法人の収入全体の

（令和５年度予算額

貸 付 目 的 利用料金対象施設
（利用料金制を採用している施設
がある場合記入）

-2-



6　法人の経営内容の詳細

(1) 取組目標

令和2年度 令和3年度 令和4年度

171,749,000 179,200,000 180,077,000

161,842,153 136,881,463 143,454,923

17,700,000 25,100,000 26,080,000

24,160,400 26,913,250 24,417,400

250,000 278,000 300,000

162,160 97,760 218,160

※　１　中長期計画等を策定している場合,計画に盛込まれている目標等を記載してください。

　 　２　中長期計画等を策定していない法人で,毎年度の目標等を設定している場合は,その目標等を

　　　　記載してください。

　　 ３　毎年度の目標等を設定していない場合は,法人の活動が具体的に数値として表れるものを記載

　　　　してください。

(2)　経営状況

※複数の会計を持つ法人は,合算して記載すること。 （単位：千円,％,人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度

総収入 223,135 186,963 171,686

当期収入（A) 225,442 168,773 157,304

基本財産運用収入 2 0 0

0 0 0

補助金等収入 42,440 44,039 45,150

42,340 44,039 45,000

事業収入(C） 158,777 124,444 111,255

117,612 96,588 90,915

41,165 27,856 20,340

0 0 0

繰入金収入 0 0 0

市からの借入金 0 0 0

その他の収入 24,223 290 899

▲ 2,307 18,190 14,382

総支出 204,945 172,581 168,677

当期支出 204,945 172,581 168,677

人件費 50,171 52,014 53,926

事業費（人件費除く） 149,278 115,298 109,151

管理費（人件費除く） 2,400 2,456 2,787

資産取得支出 283 0 0

繰入金支出 0 0 0

その他の支出 2,813 2,813 2,813

うち市からの指定管理料（E)

前期繰越額

区　　　　　分

会費収入（入会金収入を含む）

うち市からの補助金等(B)

うち自主事業収入

うち市からの委託料（D)

指標名 単位

①展示即売室売上 円
計画

実績

②体験学習売上 円
計画

実績

③展示資料室入場料 円
計画

実績

④
計画

実績

収支の状況

-3-



令和2年度 令和3年度 令和4年度

当期収支差額 20,497 ▲ 3,808 ▲ 11,373

次期繰越収支差額 18,190 14,382 3,009

203,244 168,774 157,304

209,502 178,782 171,638

▲ 6,258 ▲ 10,008 ▲ 14,334

0 0 0

72 72 72

▲ 72 ▲ 72 ▲ 72

資産（G) 602,605 590,013 576,655

うち固定資産 568,574 560,661 552,996

うち流動資産（H) 34,031 29,352 23,659

負債 40,782 38,270 39,319

うち固定負債 27,537 24,797 22,056

うち流動負債（I) 13,245 13,473 17,263

正味財産（J) 561,822 551,742 537,336

うち当期正味財産増減額 ▲ 6,330 ▲ 10,080 ▲ 14,406

256.9 217.8 137.0

93.2 93.5 93.1

15,634.2 12,055.3 11,236.0

18.7 26.0 28.6

25.9 22.3 18.2

常勤役員数（K) 1 1 1

うち本市ＯＢ 1 1 1

うち本市派遣職員 0 0 0

職員総数（L) 12 13 13

うち常勤職員数 12 13 13

うち本市ＯＢ 1 1 1

うち本市派遣職員 0 0 0

うち管理職員数 1 1 1

5.9 5.9 6.7

管理職員比率 8.3 7.7 7.7

職員新規採用数 2 2 0

うち常勤職員数 2 2 0

① 156,120 162,308 221,192

② 46,482 42,632 46,064

③ 1,788 1,046 2,324

④ 14,429 15,991 14,852

正味財産
の

状況

経常収益(F)

経常費用

当期経常増減額

経常外収益

経常外損益

当期経常外増減額

財産の状況

財務指標

流動比率（H/I)

自己資本比率（J/G)

職員一人当たり収益高（F/（K+L)）

当期収入に占める市補助金等の割合（B/A)

事業収入に占める市委託料,指定管理料の割合（（D+E)/C)

組織の状況

常勤役員比率（常勤役員数/総役員数）

事業指標

総入場者数（人）

展示即売室購買客数（人）

展示資料室入場者数（人）

手づくり教室体験者数（人）

区　　　　　分

収支の状況
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令和2年度 令和3年度 令和4年度

補助金額 42,340 44,039 45,000

① 40,916 43,019 44,000

② 1,000 1,000 1,000

③ 424 0 0

③ 0 20 0

負担金・交付金額 0 0 0

① 0 0 0

委託金額 41,164 27,856 20,340

① 4,688 4,688 4,688

② 0 500 500

③ 特産品消費拡大支援事業 26,711 12,999 0

④ もりおかエール便事業 9,765 9,669 7,920

⑤ 盛岡市省エネ家電買替え促進事業 0 0 7,232

上記のうち再委託額 8,613 9,009 6,365

上記業務の委託契約方法 一者随意契約 一者随意契約 一者随意契約

指定管理料

①

②

③

貸付金額

損失補償額

債務保証額

市有施設維持管理業務

盛岡地域ものづくり魅力向上事業

新型コロナウイルス感染症市内特産品販売促進

令和４年度決算の概要

＊貸借対照表・正味財産増減計算書について
貸借対照表：有利子固定負債20,000千円は令和２年度商工中金の新型コロナウイルス感染症に関する特別
相談窓口を利用した借入金
正味財産増減計算書：経常収益のうち、15,151,774円は盛岡市の緊急経済対策により実施した２事業の委託
料収益
＊財務指標について
令和４年度展示即売室売上金額は微増であったが、仕入商品売上収入及び体験学習事業収入の減、及び
盛岡市の緊急経済対策事業委託料収入の減等により収入は減となり、流動資産が減り、流動負債が増え、
流動比率は下降した。

本市の財
政的関与
等の状況

地場産業振興事業補助金

人材育成事業補助金

盛岡の名品と観光展助成金

区　　　　　分
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７　所管課による財務状況についての点検評価結果

※参考（別紙フローチャートによるチェック）

はい いいえ

1 ○

2 ○

3 ○

4 ○

5 ○

6 ○

7

8

9

　※「累積欠損金」→「正味財産の部合計」

令和4年度決算において黒字である。

D Ａ：良好,　Ｂ：概ね良好,　Ｃ：改善を要する,　Ｄ：大いに改善を要する

累積欠損金があるが、対自己資本比率は100％超で
ある。

累積欠損金がある。

令和4年度決算において減価償却前黒字である。

事業計画どおりの償却前赤字である。

概ね３年以内に単年度黒字可能である。

累積欠損金があるが、対自己資本比率は50％未満
である。

累積欠損金があるが、対自己資本比率は50％～
100％である。

（コメント）
【概況】
　新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ来場者数は回復傾向にあるものの、まだコロナ禍前の
水準には至っていない。特に展示即売室売上が低調であり、黒字化を達成できていない状況である。

【収支の状況】
　令和４年度の経常収益は157,304千円、経常費用は171,638千円であり、当期経常増減額はマイナスの
14,334千円となっている。
　収入については、市の新型コロナ緊急経済対策により委託料が増加し、令和２年度以降、当期収入におけ
る市の補助金及び委託料の割合が増加傾向にある。令和４年度では、市の補助金及び委託料が当期収入
の約４割を占めており、自主事業収入の確保が課題となっている。
　支出については、人件費はほぼ横ばいの状況だが、当期収入における事業費の割合が年々上昇傾向にあ
る。令和４年度では当期収入の69.4％を事業費が占めており、平成29年度から令和４年度までの間に約10％
増加している。収支差額は赤字が続いており、財務状況の改善が求められる。

【財務の好転に向けて】
　財務の好転には、売上の増加が不可欠である。
　新型コロナウイルス感染症の５類移行やＮＹタイムズ誌の報道により、来場者数及び売上の増加は見込ま
れるものの、市の補助金や委託料に依存しない自主事業収入の多角化が求められる。
　また、高熱水料費の高騰など事業費率が高くなる要素もあり、老朽化の進む設備の更新にまで着手できて
いない状況。今後、利用頻度が低い財団建物の２階展示資料室の見直しや会議室の活用策、さらには財団
の機能や事業内容の見直しも行う必要があると考えられる。

番号 質問
チェック欄

令和3年度決算において黒字である。
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